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COP27、「シャルム・エル・シェイク実施計画」を採択して閉幕

報告

　国連気候変動枠組条約第27回締約国会議（COP27）
は、2022年11月６日に、エジプトのシャルム・エル・
シェイクで開幕し、予定された会期を２日間延長し
て、11月20日に「シャルム・エル・シェイク実施計画」
を採択して閉幕しました。
　エジプトはCOP27の議長国として「交渉と計画か
ら実施へ移行すること」をビジョンに掲げ、「言葉を
行動に移さなければならない」としてCOP27を「実
施のCOP」と位置づけていました。具体的には「排
出削減、スケールアップされた適応努力、強化された
適切な資金フローの流れを通じて、地球全体の気候変
動対策の加速を追求する」とし、さらに「公正な移行
（ジャスト・トランジション）」が世界中の途上国に
とって引き続き優先事項であるという認識も示してい
ました。
　COP26以降、2022年も異常気象が世界中で頻発
し、気候危機は人々の暮らしと命を脅かす差し迫った
危機として認識されるようになっています。条約交渉
では、気候変動の悪影響によって生じる「損失と損害
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（ロス＆ダメージ）」が、緩和（排出削減策）と適応（気
候変動の影響に対応する対策）と並ぶ第３の柱と位置
付けられるようになりました。COP27は、決定書で
「複雑さと困難さを増す世界の地政学的状況がもたら
しているエネルギー、食料、経済への影響、さらには
新型コロナウイルス感染症の世界的流行からの社会的
経済的回復に関する追加的な課題を、気候変動対策の
後退や気候変動問題の優先順位を下げる口実にしては
ならない」と強調しています。

COP27の議長国はエジプト。気候変動の悪影響をより
深刻に受けるアフリカで開催されたCOP27では、「損失
と損害に関する資金」が初めて公式アジェンダになった。
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１　UNFCCC、2022 NDC Synthesis Report、< https://unfccc.int/ndc-synthesis-report-2022>
２　「カバー決定」は、決定１を指し、複数の議題にまたがる内容や、議題にはならなかったもののCOP議長によって協議が行

われた交渉テーマについて包摂的に書かれる。

　2022年11月６日から20日までの期間、エジプトのシャルム・エル・シェイクで開催されたCOP27では、下
記の５つの会議が開催されました。

①　国連気候変動枠組条約第27回締約国会議
（COP27）

②　京都議定書第17回締約国会合（CMP17）
③　パリ協定第４回締約国会合（CMA４）
④　科学的・技術的助言に関する補助機関第57

回会合（SBSTA57）
⑤　実施に関する補助機関第57回会合（SBI57）

COP27の課題と交渉結果
　COP27の第１の課題は、NDC（国別約束）、特
に2030年目標の大幅強化とそれを加速させる決定
が出るかでした。COP26決定は、「1.5℃までに平
均気温の上昇を抑える努力を決意をもって追求する」
とし、「これからの10年が決定的に重要な10年」だと
いう認識を共有しました。そして、各締約国に「気温
上昇抑制目標と整合的になるよう、必要な場合には、
2022年末までに2030年目標について再検討し、強化
する」よう要請しました。IPCC（国連気候変動に関
する政府間パネル）は、2018年に公表した「1.5℃特
別報告書」で、1.5℃目標のためには、2030年までに、
二酸化炭素（CO２）排出量を2010年比で45％削減さ
せる必要があるとし、2022年に公表したAR６／ WG
３報告書では、2030年までに、温室効果ガス排出量
を2019年比で43％削減させる必要があるとしていま
す。条約事務局は、COP27直前の2022年10月26日
にNDC統合報告書１を公表し、そのなかで、COP26
以降、2022年９月23日までに提出されたNDCは24
カ国であったと報告しています。図１の通り、現状
のNDCでは、50％の確率で気温上昇を1.5℃に抑え
る場合の2020年以降のカーボンバジェットの86％を
2030年までに排出してしまい、残るカーボンバジェッ

トも約２年で尽きるとしています。67％の確率で気
温上昇を２℃未満に抑制する場合でも、2020年以降
のカーボンバジェットの37％を2030年までに排出し
てしまうとしています。2030年の排出量は2010年比
で10.6％増加し、NDCを足し合わせても、今世紀末
までに世界の平均気温の上昇は2.5℃になるとしてい
て、私たちは２℃目標さえも達成できない経路にいる
と示されています。
　こうしたことからCOP27では、COP26でCMA
の下に設置された「緩和の野心及び実施の規模を
緊急に拡大するための作業計画（緩和の作業計画、
MWP）」の交渉で、実質的な2030年目標の大幅引き
上げとそれを加速させる作業計画に合意できるか、さ
らにはCOPおよびCMAのカバー決定２で、1.5℃目
標の位置づけの確認や、化石燃料の段階的廃止に言及
できるかも注目されていました。

　交渉結果
　MWPは、見解や情報、アイデアの交換に焦点を当
てて運用されることとし、その成果物は、規範的でな

特　集
COP27報告

～ロス・ダメ資金で歴史的合意、緩和での前進は乏しく～
土田　道代（CASAスタッフ）

図１ 2022年９月23日までに提出されたNDCとカーボンバジェット
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く（こうしなければならないという形にならない）、
懲罰的でなく、促進的で、各国の主権と事情を尊重し
て、新しい目標や目的を課さないものとする、とされ
ました。これではMWPを実施して2030年目標の水
準引き上げにつながるとしてもかなり限定的になると
思われ、成果としては非常に乏しいと言わざるを得
ません。作業計画は、CMA４後、直ちに開始され、
2026年のCMA８まで継続することとし、CMA８で
作業計画の継続について決定することになりました。
CMA４は、SBSTAとSBIの両議長に対し、2023年
６月のSB58までに、２名の共同議長を任命するよう
要請しています。毎年、最低２回の対話を実施するこ
とを決め、さらに地域別気候ウィークなど既存のイベ
ントに合わせて、対話を開催する可能性もあるとし
ています。カバー決定においては、「Ⅰ．科学と緊急
性」、「Ⅱ．野心強化と実施」、「Ⅲ．エネルギー」、
「Ⅳ．緩和」などの章が緩和に関わる箇所ですが、決
定案では、「Ⅲ．エネルギー」で、再生可能エネルギー
に言及したパラグラフが検討されていましたが、最終
的に、低排出エネルギーと再生可能エネルギーの併記
になり、弱められました。「Ⅳ．緩和」では、パラグ
ラフ15と16でパリ協定の1.5℃目標を単独で記述し
ていますが、COP26の「グラスゴー気候合意」より
踏み込んだ言及はありません。削減水準の大幅引き上
げが要請されている2030年目標を再検討・強化し、
提出する要請は、COP26ではすべての締約国に対し
て要請されましたが、COP27では、まだそうしてい
ない締約国に対して2023年末までに要請するとされ、
COP26よりも後退したと思います。化石燃料の段階
的廃止については、COP26で「石炭火力発電の段階
的廃止」という文言に反対したインドが、COP27で
「すべての化石燃料の段階的廃止」を提案し、EU、
アメリカをはじめ80カ国以上の国がそれに賛同しま
した。しかし、サウジアラビアやイラン、ロシアが反
対し、決定には至りませんでした。NDC、2030年目
標の引き上げはCOP28へ持ち越しとなり、依然1.5℃
目標の達成は危ういままです。
　第２の課題は、ロス＆ダメージに対処する資金に

ついて、具体的な合意ができるかでした。この議題
は、シュクリCOP27議長がCOP27、CMA４の議題
にすることを提案し、議題になりました。ロス＆ダ
メージの資金が公式議題になったのは初めてのことで
す。開会プレナリーで、シュクリCOP27議長から、
議題の正式名称を「気候変動の悪影響に関連するロス
＆ダメージに対応するための資金調達協定に関する事
項、ロス＆ダメージへの対処に焦点を当てることを含
む」という表現に修正すること、かつ、①この議題
の成果は、責任や補償を伴うものではない、②この議
題にグラスゴー対話を含む、③遅くとも2024年まで
に決定を採択することを目的としたプロセスを開始す
る、という説明があり、締約国がそれらを承認し、議
題に含まれることになりました。また、議題に関する
協議が48時間以上続いたことも明らかにし、この議
題をめぐる調整が相当難航したことをうかがわせまし
た。ロス＆ダメージはパリ協定の８条に独立した条項
となっていますが、ロス＆ダメージの資金について
は、「責任」と「補償」につながることを強く懸念す
る先進国が極めて消極的な姿勢を維持してきました。
今回、ロス＆ダメージの資金が公式議題になった背景
には、アフリカには気候変動の悪影響に脆弱な国々が
多く、議長国エジプトがロス&ダメージの資金を議題
に入れたいという強い思いを持っていたことに加え、
2022年も世界中で異常気象が頻発し、人々の暮らし
や命が危機にさらされ、「気候危機」が差し迫ったも
のであるという認識が共有されるようになっているこ

写真１　COP27会場内のパキスタンのパビリオン。「パキスタン
で起こっていることはパキスタンにとどまらない」のメッセージ。
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３ World Weather Attribution、2022 年 ９ 月 14 日、Climate change likely increased extreme monsoon rainfall, 
flooding highly vulnerable communities in Pakistan、< https://www.worldweatherattribution.org/climate-
change-likely-increased-extreme-monsoon-rainfall-flooding-highly-vulnerable-communities-in-pakistan/>

４ 「公正な移行（ジャスト・トランジション）」は、国や企業が、気候変動や環境汚染への対応する社会経済に移行するにあたり、
労働力の公正な移行、ディーセント・ワークおよび質の高い雇用の創出、誰一人取り残さないことを含意する。パリ協定、
ILO（国際労働機関）ほかに承認されており、世界では「公正な移行」の取り組みが始まっている。

とがあります。さらに、近年、「イベントアトリビュー
ション」の研究が進み、個別の異常気象と気候変動と
の関係を科学的に説明できるようになってきたことも
あると思います。COP27までに、特に衝撃をもって
伝えられた気象災害のひとつがパキスタンで発生した
洪水です。この洪水は、2022年６月から８月にかけ
てパキスタンで発生した記録的なモンスーンの降雨に
より発生し、国土の３分の１が水没し、被災者は3,300
万人、2022年10月９日時点で、632人の子どもを含
む1,700人が死亡、少なくとも12,867人が負傷、210
万棟近くの家屋が損壊、およそ800万人が避難生活を
余儀なくされるという被害をもたらしました。国際的
な研究グループ「ワールド・ウェザー・アトリビュー
ション」は、モンスーン被害を受けたシンド州とバロ
チスタン州の５日間最大降雨量は、温暖化がなかった
場合に比べ75％多くなっており、温暖化のために雨
が降りやすくなっていたとしています３。この例のよ
うに、これまで温室効果ガスをほとんど排出してこな
かったにもかかわらず、気候変動の悪影響に脆弱な
人々が容赦のない気候変動の影響にさらされるという
「不正義」が存在していることを認め、その解決を求
める「気候正義」という考え方が浸透しつつあること

も理由として挙げられると思います。

　交渉結果
　交渉は最終盤まで難航しましたが、COP27で、気
候変動の悪影響に特に脆弱な国々を支援する新規の
基金アレンジメントを設立することを決定、ロス＆ダ
メージに焦点を当てて対処するマンデートを有する基
金の設立も決定しました。24名から構成される移行
委員会が設置され、運用開始に向けた要素の検討を行
い、勧告を作成して、2023年のCOP28およびCMA
５で検討・採択する予定になっています。
　ロス＆ダメージの資金は、30年前から小島しょ国

や後発開発途上国、アフリカ諸国が重視してきたもの
で、粘り強い交渉の結果、ロス＆ダメージに対処する
基金の設立に合意したことは、COP27の最大の成果

であり、歴史的合意です。

　そのほかの交渉結果
　議長国エジプトが重要視していた「公正な移行
（ジャスト・トランジション）４」は、CMA４が作業
プログラムを設置することを決定しました。この作業
プログラムは、パリ協定第２条１に書かれているパリ
協定の目的を達成する経路を議論するために設置さ
れ、CMA４は、SBIとSBSTAに対し、CMA５で検
討および採択できるよう決定書案を勧告し、作業プロ
グラムがMWPを含む関連のワークストリームを基礎
とし、それらを補完する形で実施されるよう要請して
います。公正な移行に関する作業プログラムの一部と
して、年に１度、閣僚級ラウンドテーブルを召集する
ことを決定し、このラウンドテーブルは、CMA５で
始まることになりました。

存在感のない日本
　11月７日・８日は、議長国主催の「シャルム・エ
ル・シェイク気候実施サミット」が開催され、112カ
国の首脳級が参集しました。日本は、2023年にG７議
長国を務めることから、COP27に岸田首相自身が参
加して、ロス&ダメージの資金やMWPなどの交渉に
おいて、ロス&ダメージの資金供与をリードするとと
もに、野心的なNDCを発表するなどのリーダーシッ
プを発揮することが期待されていましたが、岸田首相
はCOP27に参加しませんでした。対照的だったのは
アメリカのバイデン大統領で、国内政治のその後を左
右するとされる重要な中間選挙の投開票を11月８日
に終えて、11月11日夕方、シャルム・エル・シェイ
クに駆け付けました。岸田首相がCOP27に来なかっ
たことは、日本政府の気候変動問題への優先度が低
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５　Oil Change InternationalとFoE U.S.による報告書「岐路に立つ:化石燃料への資金提供停止の誓約期限に先立ち、G20
とMDBの国際エネルギーファイナンスの評価」、2022年11月１日、< https://priceofoil.org/2022/11/01/g20-at-a-
crossroads/>

いことの表れだと世界に受け止められています。11
月９日、環境NGOの世界的ネットワークCAN（気候
行動ネットワーク）は、日本に「今日の化石賞」を贈
りました。「化石賞」は、その日の交渉を停滞させた
り、交渉の足を引っ張るなどした国にCANが贈る不
名誉な賞です。今回の授賞理由は、国際NGO「オイ
ル・チェンジ・インターナショナル」らが11月１日
に発表した報告書５で、日本が公的資金を化石燃料事
業へ拠出している世界最大の国であり、その金額は、
2019年から2021年までの３年間の年平均で106億ド
ルに上ったことが明らかになったことを受けてのこと
です。CANは「こうした資金の流れはまったく誤っ
た方向である。日本は、石炭火力発電所にアンモニア
を使用するなど、他の国に誤った解決策を輸出するた
めに多大な努力を払っており、それは石炭火力発電の
寿命を2030年以降に延命させることを意味するもの」
と指摘しています。さらに「世界中で、気候変動の影
響に脆弱な人々が気象災害に苦しむ中、日本の公的資
金は温室効果ガス排出によって引き起こされるロス＆
ダメージに向かうのではなく、ロス＆ダメージを引き
起こす化石燃料プロジェクトに向けられている」と厳
しく非難しています。日本は、COP25、COP26に続
き、COP27でも化石賞を受賞することになりました。
　11月15日の閣僚級セッションでは、西村環境大臣
がスピーチを行い、日本が「パリ協定の1.5℃目標と
整合した長期戦略及びNDCを既に策定」したと述べ

ました。しかし、日本の2030年46％削減（2013年比）
や、2050年排出実質ゼロは、とうてい「1.5℃目標と
整合」しているとは言えず、2050年排出実質ゼロも、
石炭火力発電の廃止のシナリオがないのでは、まっ
たく説得力がありません。何よりも、日本のNDCが
「1.5℃目標と整合」しているとのスピーチは、日本
がNDCを引き上げるつもりも、検討する意思もない
ことを宣言したことになります。このスピーチに点を
付けるとしたら、CASAは40点しか差し上げられま
せん。
　結局、COP27で日本が目立ったのは化石賞受賞の
みでした。日本は、市民社会からの批判に耳を傾け、
NDCの引き上げや石炭火力の全廃シナリオの策定が
急務です。前述の通り、日本は2023年、G７の議長国
を務めます。G７でも、気候変動、エネルギーは重要
なイッシューで、サミットの首脳コミュニケで言及さ
れます。2023年11月にアラブ首長国連邦（UAE）の
ドバイで開催されるCOP28へ向け、1.5℃目標を実現
可能な目標として維持するため、G７議長国として、
2030年目標強化の機運を作り出せるか、日本の気候
危機へ対処する「本気度」が問われています。

写真２　2022年11月９日、COP27で最初
の「今日の化石賞」は日本が受賞。

写真３　11月９日は議長国が「ファイナンス・デー」に定め
ており、会場内で終日さまざまなアクションが開催された。
写真は、当日、朝に行われたアクションの１場面。「化石燃
料から資金を締め出して」、「公正な移行（ジャスト・トラン
ジション）へ資金を」などのバナーが見える。
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原発政策推進への大転換
　原発政策がGXにより大転換されようとしています。
　GX（グリーントランスフォーメーション）は、2022
年2月1日に、経産省産業技術環境局の「GXリーグ基
本構想」で最初に提案されました。7月27日に、内閣
総理大臣決済で第1回GX実行会議が開催されていま
す。第1回GX実行会議の趣旨は、「産業革命以来の化
石燃料中心の経済・社会・産業構造をクリーンエネル
ギー中心に移行させ、経済社会システム全体の改革、
すなわちGX（グリーントランスフォーメーション）を
実行すべく、必要な施策を検討するため、GX実行会
議を開催する」とされています。この「グリーントラ
ンスフォーメーション」は、日本独自の政策用語（造語）
です。
　実行会議の議長は内閣総理大臣とされ、副議長は
GX実行推進大臣（経産大臣が兼務）と内閣官房長官で、
構成員は外務大臣、財務大臣、環境大臣及び有識者13
名が指名されています。有識者の顔ぶれは、実行会議
での発言を聞く限り、ほとんどが原発推進論者です。
　当初の「GXリーグ基本構想」では、企業の自主的
排出量取引（自己宣言に基づく目標値の達成に向けた
排出量取引）」なども検討するとされていました。
　しかし、8月24日の第２回実行会議で「エネルギー
の安定供給の再構築」として、原子力について①再稼
働への関係者の総力の結集、② 安全確保を大前提とし
た運転期間の延長など既設原発の最大限活用、③新た
な安全メカニズムを組み込んだ次世代革新炉の開発・
建設、という原子力の大幅な政策の転換方針が示され、
年内に具体的な政策づくりが指示されました 。
　そして、12月22日の第5回GX実行会議で示された
「GX 実現に向けた基本方針（案） ～今後 10 年を見据
えたロードマップ～」では「今後 GX を推進していく
上でも、エネルギー安定供給の確保は大前提である」
とし、「再生可能エネルギー、原子力などエネルギー安
全保障に寄与し、脱炭素効果の高い電源を最大限活用
する」とされて、原発推進の政策が決定されました。

　具体的には、① （2030年の）原子力比率20 ～ 22 
％のために原発再稼働、②「次世代革新炉」の開発・
建設、③停止期間を差し引き運転期間を延長と、原子
力政策の大きな転換が提案されました。有識者の顔ぶ
れや、第5回GX実行会議で示された上記のロードマッ
プの原子力政策を見ると、GXは原発推進のために作
られた仕組みであると言ってもよいと思います。
　そして、1月23日からの通常国会に、GX 実現に向
けて必要となる関連法案を提出するとされています。
　GXの「原子力政策」はほとんど実現不可能？

　しかし、GXの「原子力政策」はほとんど実現可能
性がないもので、また実現させてはならないもので
す。

　2030年の原子力比率20 ～ 22％は実現不可能

　2030年の原子力比率20 ～ 22％（これは、第6次エ
ネルギー基本計画の電源構成）の達成自体が極めて困
難であることは明らかです、そもそも2030年の電源
の20 ～ 22％を賄うには、全ての原発を60年運転で
30基以上動かさなければなりません。一方で各原発
とも使用済み燃料貯蔵能力がひっ迫しており、2027
年から再稼働しても、数年で使用済み燃料が貯蔵でき
なくなり、稼働停止になる可能性があります。

　「次世代革新炉」は2030年に間に合わない

　「次世代革新炉」については、「革新軽水炉」、「小
型軽水炉」、「高速炉」、「高温ガス炉」、「核融合炉」
の5つの炉型があげられています。
　このうち、「革新軽水炉」を除く４炉についての目
標の運転開始時期はいずれも2030年半ば以降で、「核
融合炉」に至っては「未定」となっています。つまり
いずれも1.5℃目標の達成に決定的に重要だとされる
2030年までには、まったく間に合いません。さらに
原発の開始時期も実証炉や原型炉の段階のもので、実
際に発電を行う商業炉での稼働は無理で、この年数で
の実用化は不可能だと言わざるをえません。残る「革
新軽水炉」についても、これまで海外事例において計

許されない原発政策推進への大転換
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画通りのコスト・工期で建設されたものは1基もなく、
建設費が大幅に増加した例も見られます。また「革
新」とされながら、その内容は海外では実装済みの機
能で、安全性の観点からも進んでいるとは決して言え

ません。 

　停止期間を差し引く期間の延長は安全性に問題

　停止期間を差し引き、運転期間を延長する案は、あ
まりにも姑息です。「40年ルール」は、2011年の福島
原発事故を受けて、原子炉等規制法が改正され、「原
発の運転期間は使用前検査に合格した日から起算して 
40 年」とされました。そして、「１回に限り、20 年 
を超えない期間延長をすることができる」とされ、40
年を超えて運転するには、 ① ｢ 経年劣化の評価 ｣ ② ｢
保全を遂行する技術的能力 ｣ を審査して、問題がない
ことを確認することになっています。原発の運転期間
を原則40年と決めたのは、放射線の照射を受けて金
属材料が脆化する（もろくなる）現象を考慮したもの
で、原発の停止期間中も放射線の照射による脆化は進
むので、「停止期間を差し引き運転期間を延長する」
ことは、安全性の観点から極めて重大な問題です。
　民主主義に反する重大な手続違反
　今回のGXの「原子力政策」は、福島原発事故以降
の原子力政策を大きく転換するものです。2021年10
月に閣議決定された第6次エネルギー基本計画には、
こうした「原発政策（運転期間の延長、原発の建設・

建替え） 」はまったく記載されていません。エネル
ギー基本計画はエネルギー基本法に基づき、経産大臣
が「関係行政機関の長の意見を聴くとともに、総合資
源エネルギー調査会の意見を聴いて」作成し、閣議決
定するものとされています。それを内閣総理大臣「決
裁」で設置された「実行会議」で、しかも非公開の審
議で勝手に大転換することは、民主主義に反する重大
な手続違反です。
　今回のGXの「原子力政策」は、12月22日の第5回
GX実行会議に提案・決定され、1月22日までパブリッ
クコメントが実施され、1月23日からの通常国会に「束
ね法案」として提出され、国会審議にかけられようと
しています。「束ね法案」とは、いくつかの重要法案
を1つに「束ねて」1つの法案として国会審議にかけ
るもので、趣旨説明、質疑、討論・採決・附帯決議の
流れを１回で終わらせることが可能となります。しか
し、法案を個別に審議する機会がなくなり、法案の内
容についての審議は、時間的にも、審議内容において
も不十分となりがちです。
　原子力政策のような重要な法案を「束ね法案」とす
ることは、民主的手続きの面でも大きな問題があり、
あまりに拙速です。福島原発事故の反省はどこに行っ
てしまったのでしょうか。
　原発推進政策を許さない行動を！
　原発がいったん事故を起こせば、甚大な被害をもた

らすことは、福島原発事故で経験済
みです。このような大事故を経験し
たにもかかわらず、今回のGX実行会
議の「原発政策」の転換は、原発推
進であり、事故の反省が全く見られ
ません。慎重な上にも慎重な検討と、
国民的な議論が必要です。
　将来世代のためにも、原発推進政
策を許さない行動が求められている
と思います。

　早川　光俊（CASA専務理事）

出典：「GX 実現に向けた基本方針（案）～今後 10 年を見据えたロードマップ～」
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報　告 COP27報告会
　2022年12月17日（土）、大阪産業創造館で、COP27報告会を開催しました。
① COP27の成果と課題　～脱炭素社会に向けての世界と日本の動き～
講師：高村ゆかりさん（東京大学未来ビジョン研究センター教授）
講演資料：https://www.casa1988.or.jp/2/022/2hnwgesu.php

　COP27が2022年11月６日～ 18日（実際の終了は
20日午前中）、エジプトのシャルム・エル・シェイク
で開催された。
COP27はどういう会議だったのか
・COP26で1.5℃目標を確認、パリ協定の実施指針は

ほぼすべて合意したことから、COP27は「行動」、
「実施」のCOPという位置づけ。

・COP26で「緩和の作業計画」が設置され、COP27
で作業計画の内容に合意。

・COP27開幕前に公表された報告書で1.5℃目標に
必要とされる削減量とNDCで達成できると見込め
る削減量との間に大きなギャップがあることを確認
（図１）。

・パリ協定で全体の進捗確認を行うグローバル・ス
トックテイクのプロセスを進める。

・途上国における気候変動の損失と損害１への資金支
援について議論する（公式議題になったのは今回が
初めて）。

・異常気象による影響・損害に加えて、国際社会の平
和と安全の危機、エネルギー危機、食料危機など、
1.5℃目標と削減目標（NDC）（2022年9月）

のギャップ

9
出典：UNFCCC 2022年

• “現在の社会の延長線上には私たちがありたい未来はない”
• 長期目標（＝ゴール。ありたい未来社会像）の明確化でどこに課題があるか、
イノベーションが必要かが見えてくる

2016年4月のNDCから
の進展

2081-2100年に
2.5℃気温上昇の経路

1.5℃目標とのギャップ

複合的な危機の中で開催された会議となった。
COP27で何が決まったか
・途上国における気候変動の損失と損害に対して、新

たに損失と損害に特化した資金支援を行う基金の設
置を決定（歴史的合意）。COP28に向けて移行委員
会を設置し、誰がどれだけの資金を拠出するか、ど
の国に対し、何を支援するのかなどの詳細を検討す
ることになった。

・COP26で要請された2030年目標引き上げは限定
的なものであった（例：インド、トルコ、メキシコ
が2030年目標を引き上げ、EUは2030年57％削減
へ引き上げることができるよう法令整備を開始、な
ど）。

・2030年に向けた削減水準の引き上げ計画について
は、当面2026年まで継続することと、2023年から
開始するプロセスを決定したものの、具体的な行動・
方策については今後検討することになった。交渉過
程では、2025年に世界全体の排出量のピークアウ
ト、石炭の段階的削減のロードマップ、石炭の段階
的削減の年次進捗報告書、2030年メタン削減目標な
どが検討されたが、盛り込まれなかった。

・COP27の交渉において、ロシア＝ウクライナ戦争
の直接的な影響はなかった。ただ削減対策のさらな
る具体的な強化・加速化の合意もなかった。しかし、
交渉過程においては「すべての化石燃料の段階的な
削減／廃止」というCOP26よりも踏み込んだ提案
が出された。結果として追加的な合意はなかったも
のの、複合的な危機にあって、気候変動対策への関
心が薄れがちになる状況下でも、COP26の合意文
書の再確認はできた。決定文書では「こうした危機・

１　損失と損害：ロス＆ダメージ、「ロス・ダメ」と略されることもある。

図１ 1.5℃目標と削減目標（NDC）（2022年９月）のギャップ
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課題に直面していることをもって、気候変動対策を
後退させ、優先順位を下げる口実にしてはならな
い」と強調。

・「社会的に公正な移行」が決定文書に盛りこまれ
た。脱炭素社会への移行は、新たな機会だけでなく
課題ももたらす。そのため、誰一人取り残さないよ
う、関係するすべての人にできるだけ公正で包摂的
な移行であることが求められる。COP27では「公
正な移行」の経路について議論する作業計画を立ち
上げ、COP28に向けて策定することを決定。

・COP26 で立ち上げられたJETP２は、対象国での電
力システムの脱炭素化、公正な移行を長期的に支援
するイニシアティブ。石炭火力発電などの高排出イ
ンフラの早期廃止の加速化、再生可能エネルギーや
関連インフラへの投資支援などを、支援国が対象国
と連携して行う。2022年には、新たにインドネシア
JETP（日本、アメリカが支援国）、ベトナムJETP（イ
ギリス、EUが支援国）の取り組みが始まった。

日本国内の動き
・46件の脱炭素先行地域が選定され、モデル地域を作

る動きがスタートしている。
・企業の取り組みも着実に進んでいる。SBT３の認定

を受ける日本の企業も332社にのぼり、SBTを掲げ
る中小企業も196社になっている（2022年12月９日
現在）。

・エネルギー危機にあるが、省エネや再エネを進めて
いくことで、私たちが支払う電気代、ガス代を下げ
ることになるので、気候危機対策を進めるインセン
ティブは増している。しかし企業や家庭にとっては
コスト増でもあるため、そこを支える対策を進め、
危機と気候変動対策の両方を進めることが必要であ
る。

② COP27での環境NGOの活動
 講師：土田道代（CASAスタッフ）　講演資料：
https://www.casa1988.or.jp/2/022/3m5faqwl.php

・2022年は世界各地で異常気象が頻発しており、現在
進行形で、人々の命や暮らしが危機にさらされ、ま
すます差し迫った危機として認識されるようになっ

２ JETP：Just Energy Transition Partnership。公正なエネルギー移行パートナーシップ。
３ Science Based Target：科学に基づく目標設定の略で、パリ協定の長期目標と整合的な目標を表す。

ている。IPCCは、累積CO２排出量が平均気温の上
昇と比例関係にあるという知見を発表しており、累
積で世界第６位の排出国である日本は、気候変動問
題では加害国のひとつで、削減目標の引き上げや、
ロス&ダメージの資金に関する交渉でリーダーシッ
プをとることが求められた。

・これまで原因となる温室効果ガスをほとんど排出し
てこなかった人々が、気候変動の悪影響によって深
刻な被害を受けるという「不正義」がある。この不
正義を認識し、その解消を求める「気候正義」とい
う考え方が浸透している。

・通常、COPでは、会場内外で市民社会のアクショ
ンが取り組まれるが、COP27では、議長国エジプ
トの意向で、会場外で活動する許可が下りず、会場
内に限定されることになった。通常は、市中で開催
される気候マーチも、初めて会場内で開催されるこ
ととなった。気候マーチに参加するのは、会場へ入
るパスを持っている人に限られ、歩く距離も短かっ
たものの、ロス&ダメージの資金に関する交渉の前
進を求めるバナーや、1.5℃目標の実現を求めるバ
ナーを掲げる参加者などで大いに盛り上がった。

・日本は、COP27で最初の「化石賞」を受賞した。
授賞理由は、「日本が公的資金を化石燃料事業に向
けている世界最大の国であるため」と説明されてい
る。日本は、日本に対する市民社会の批判を真摯に
受け止めるべき。

・会期最終日、延長１日目を迎えても、市民社会のア
クションは続き、交渉の前進を支えた。

 

山田　直樹（CASAボランティア）

会場内で行われた気候マーチより。
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　2022年９月23日（金）、日本の若者は世界の若者とともに「世界気候アクション（GDCA: Global Day of 
Climate Action）0923」に取り組み、気候変動問題に関する対策強化を訴えました。GDCAは年に何度か取り
組まれており、秋は、例年９月中旬に開催される国連総会の日程で、特に注目が集まる各国首脳による一般討
論が行われるハイレベルウィーク（2022年は９月20日～ 26日に開催）、「Climate Week NYC（ニューヨーク
市気候ウィーク）」（2022年は９月19日～ 25日に開催）に時期を合わせ、取り組まれています。
　日本ではFridays For Future（以下、FFF）が中心となり、「#気候危機はいのちの問題」というスローガン
のもと、80以上の場所で、マーチやスタンディングなどのアクションが取り組まれ、約1,100人が参加しました。
FFF Japanは、このスローガンについて、「地球温暖化による気候変動は、豪雨や森林火災などの災害、干ば
つなどによる食糧不足、その食糧不足に誘発される戦争、生物多様性の崩壊などにより、人間を含めた多くの
動植物の『いのち』を脅かす問題であるという思いを込め」たと説明しています。この世界気候アクション0923
には、「環境問題以外のテーマにも取り組む団体を含め146団体が参加」したと発表されており、気候危機の解
決を求める人々の輪が着実に広がっています。

１ 350 NEW Enerationの「#石炭ゾンビ」特設ウェブサイトを通じて、2022年10月15日までに異例の3,100件という市民意見
が寄せられました。< https://sekitan-zombie-2022.org/>

２ FFF Osakaのきこうラジオ前編< https://youtu.be/xcfWmca8j-U>、後編< https://youtu.be/W6V2JtAqgVo>

報　告 #気候危機はいのちの問題～世界気候アクション0923

FFF Osakaの「きこうラジオ」
　大阪を中心に活動するFFF Osakaは、「きこうラ
ジオ」という新しい企画に取り組みました。「きこう
ラジオ」はFFF OsakaメンバーがDJとなり、「様々
な場所で気候変動問題の解決に向け活動する方をゲ
ストに迎えてお話を聴き、ゲストの心に灯る情熱を
共有する」企画です。第１回きこうラジオでは、350 
NEW Enerationのオーガナイザーである、やーゆさ

んをゲストに迎え、FFF Osakaの坂田さん、中島さ
んがDJとなって、やーゆさんが活動を始めたきっか
けなどを聞いたほか、「#石炭ゾンビ」こと「GENESIS
松島計画」のキャンペーンに関する取り組み１や、活
動の先にどんな未来を見ているのかを聞きました。
DJを担当した中島さんは、収録を終えて、「やーゆさ
んたち350 NEW Enerationの活動は、石炭火力発
電の事業を進める事業者の本社前でアクションをした

り、勉強会を開催してパブコメ
を送ったりするなど、とてもア
クティブだと感じた。僕自身も
自分なりに考え、気候変動問題
の解決のために取り組んでいき
たい」と話していました。
　第１回きこうラジオは、
YouTubeで公開されていま
す２。ぜひお聴きください。
土田　道代（CASAスタッフ）

写真左：FFF Osakaのツイッター投稿より（@for_osaka）、
< https://twitter.com/for_osaka/status/1572877028814356481?s=20&t=7ucdau0VPowZJxxYw0aiJQ>、
写真右：CASAはフェイスブックページのアイコンを「世界気候アクション0923」仕様に変更して、若者主導のムー
ブメントに賛同とサポートを表明
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報　告 電力の需給ひっ迫は今年の冬も起こるの？
～需給ひっ迫の背景と解決策を考える～

　2022年10月20日（木）、大阪産業創造館をサテライト会場とする、オンライン学習会を開催しました。
　講師：吉田明子さん（FoE Japan）講演資料：https://www.casa1988.or.jp/2/022/smw0l3nq.php

デマンドレスポンスとは？
•供給力に合わせて、電力需要量をコントロールすること

経済産業省より図１　デマンドレスポンス　講演資料より

電力需給
　電力需要は季節、時間帯によって変動する。季節的
には、冷房が必要な夏の８月ピークと暖房が必要な冬
の１月ピークがある。時間帯では、夏季は15時前後
にピークがあり、冬季は暖房の使用量が多くなる午前
（８～ 11時頃）と照明や家庭用需要の多くなる点灯
帯（17時～ 20時頃）にピークがある。ただこのような
需給の厳しい時間はわずかである。
　電力の予備率とは、電力需要に対して供給余力の余
裕を示したもので、３％未満は電力需給ひっ迫警報レ
ベル、３％以上５％未満は電力ひっ迫注意報レベルで

ある。８％以上で需給状況は安定レベルである。
　短期的な需給ひっ迫対策は、供給側では、エリア間
の融通、揚水発電の稼働、休止電源の稼働、需要側で
は、企業や自治体への節電要請、デマンドレスポンス
がある。デマンドレスポンスとは図１に示すように、
供給力に合わせて、電力需要量をコントロールするこ
とで、需要量を増やす、上げデマンドレスポンスと、
需要量を減らす、下げデマンドレスポンスがある。
　政府でも電力需給対策が検討されているが、６月７
日の検討会合で示された資料は（表１）、問題が多い
内容となっている。
　具体的には、供給対策の４番目に原子力が記載され
ており、原発依存が示されている。
 　需要対策の１番目が「消費者の節電・省エネ」、
２番目が「産業界、自治体と連携した大規模な節電」
であるが、消費者が先で産業界が後という対策順は逆
である。消費者にはお年寄りや体の不自由な人も含ま
れ、無理な節電を求めることになってはいけない。

表１


